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大学英語教職課程の中での 
英語のインターアクショナル・スキルの向上への提言
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Through Innovative Undergraduate English Teacher Education Programs
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Abstract
We examine factors fostering effective undergraduate English teacher education at Jun-

tendo University. Our research included class observations and interviews with principals 
and ESL teachers in New Zealand and a review of related literature for triangulation. The 
data highlight factors contributing to training skilled teachers, a dimension often missing 
from Japanese English teacher education.

Related literature and MEXT reports show that English teacher education often fails to 
produce teachers who can improve students’English communication skills because the 
trainees themselves develop neither English nor teaching skills for teaching effectively 
through interacting with students. In response, we suggest improvements to pre-service 
English teacher education, our aim being to make the Juntendo program more effective in 
producing English teachers equipped with essential skills.

Suggestions include: (1) enhancing English interactional communication skills; (2) ac-
quiring academic English skills through discussions, debates, and essay writing; (3) en-
couraging prospective teachers to study abroad, take TESOL seminars, and enrich their 
understanding of teaching methods; and (4) integrating second language acquisition and 
the CLIL approach in teacher education programs so that trainees can improve their inter-
actional skills through academic writing.

Our suggestions provide a model for developing effective undergraduate English teacher 
education programs at Juntendo University and elsewhere.
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1.　はじめに

小野田、宮下、吉野（2017）でふれたこと

であるが、日本では，400 校以上の大学が中学・

高校の英語教員養成を行う教職課程を持ってい

る。この学部レベルの英語教職課程は、文部科

学省の設置基準を満たしているにもかかわら

ず、そこで教育を受けた英語教員が生徒の英語

力を効果的に向上させていないとの指摘が多い

（文部科学省、2015; 日本経済新聞、2016）。で

は、その原因にはどのようなものがあるのだろ

うか。これまで議論されてきていることである

が、まず、その原因から検討していきたい。

2.　�中学生・高校生がコミュニケーション能力

を向上できない要因

2.1.　外的要因：英語の指導を取り巻く環境

第二言語習得の文献を調べると英語力が向上

しない様々な要因が述べられている（Dornyei, 
2003）。その中には、教室の明るさ、一クラス

の学習者数、机の配置、空間の広さ、人間関係

など、物理的な要素が指摘されている。確かに

日本の中学高校での一クラスの生徒数は 40 人

にもなることが一般的であり、授業中に生徒の

学習状況を掌握できない、すべての生徒を英語

でのコミュニケーション活動に積極的に参加さ

せることが難しい、など、教員が解決できない

問題がある（小野田、2015）。
また同様に、日本での英語学習環境が特異な

ものであるという根本的な問題が横たわってい

る。教室外で英語を使う必要性と環境が整って

いる ESL（English as a Second Language）の世

界とは違い、日本での英語学習は、教室外で英

語を使う必要性や環境が整っていない EFL
（English as a Foreign Language）での英語学習で

ある。当然のことながら、英語学習に対する高

い学習意欲や必要性に対する意識は一般的に求

められないであろう。

さらには、前述のように、学校外での英語学

習環境が存在しないため、ESL の環境にいる学

習者に比べて、動機付けを含め、学校での英語

指導が重要な役割を果たしているが、そのよう

な現実とは裏腹に、学校における授業時間が十

分にとられていない。少し古い資料だが、筆頭

論文筆者の小野田（2000）が行った調査では、

高校一年、高校二年の年間授業時数は、220 回

を少し越えているに過ぎない。しかも、1 回の

授業は 50 分であり、また授業が教員の出張や

年次休暇のための自習になる、中間期末テスト

の答案返却や問題解説にも使われている現実を

考えると、実質的な授業時間は 200 時間以下に

なることは容易に想像がつく。最近行われた調

査（佐野、斎藤、吉田、2016）によると、中学

校では 1 年間に 140 時間、高校では学校間格差

が大きく、100 時間から 200 時間となっている。

ただしこの場合も授業回数なのか授業を 60 分

に換算した結果なのか不明である。小野田

（2000）に比べて少し増加が見られるのは授業

単位数の増加、土曜授業の実施などの要因があ

ると考えられる。一見すると授業時間数は多い

ように思えるが、中学高校の授業時間を合計し

ても、小柳　（2017）が指摘する英語力向上に

必要とされている 3,000 時間には及ばないこと

は明らかであろう。

この学習時間数不足が意味することとして大

切なことは、英語力を高める上での決定的な要

因である（comprehensive）input と output（Canale 
& Swain, 1980；Ellis, 2012; Krashen & Terrell, 
1995; Nation, 2015）が不足するという英語学

習上致命的な状態が存在するということであ

る。実際、金谷（2008）の研究によれば、中学
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校 3 年間で読む英文の量は、ペーパーバックの

本で換算すると 80 ページ程度とのことである。

これは、コミュニケーション重視の指導を推進

する教育政策の影響で教科書の内容が会話文中

心になっていることとも関係しているようであ

る。このような量では到底英語を読めるように

はならないし、ましてや英語でまとまった情報

や考えを書けるようにはならない。

それに加え、英語学習にとって障害となるの

が、学習全般に悪影響を及ぼしていると考えら

れるスマートフォーンやソーシャル・メディア

の使用である。もちろんこのようなものを利用

した効果的な学習も提唱されているが、学習目

的以外で利用し依存に近い状態になると学習に

大きな負の影響を及ぼすという。川島（2017）
によれば、スマートフォーンやソーシャル・メ

ディアに夢中になると、それまで行った 2 時

間分の学習効果が無効になってしまうとのこと

である。このようなことで時間を浪費すると、

長時間に亘る集中的学習や反復練習を必要とす

る英語の学習に及ぼす悪影響は少なくないこと

が容易に想像がつく。また、その影響は授業中

にも見られる。最近大学英語教員の中で問題と

して指摘され、筆頭論文筆者自身も感じている

こととして次のような状況が挙げられる。授業

中スマートフォーンやソーシャル・メディアを

使い英語学習に集中できない、スマートフォー

ンの辞書機能を利用し文脈を考えず単語の意味

情報のみ確認して済ませてしまう、ウエッブ・

サイト上の文章をそのままコピーして自分の文

章として利用する、単語のスペリングに対する

意識が低下し正確に単語を覚えられない、一人

の学生が書いたエッセイを共有し仲間がそれぞ

れ自ら書いたものとして提出することなど、英

語学習の弊害となる悪影響は枚挙の暇がない。

最後に教員の労働環境も授業に大きな影響を

及ぼしている。他の国と異なり、日本の中学校

や高等学校の教員には、担任としての業務、生

徒指導、進路指導、そして部活動顧問としての

業務などがあり、土曜日や日曜日の勤務も日常

化しているようである。このように教科の指導

が教員業務のほんの一部に過ぎないこと（朝日

新聞、2017a）も、生徒のコミュニケーション

能力が向上しないことに寄与していると思われ

る。英語の指導のための準備の時間と英語が不

得意な生徒のための授業外での指導の時間が十

分にとれないのである。

以上中学高校の英語教育を取り巻く物理的な

状況について述べたが、これらは学校や教員の

努力では改善できない事柄であり、文科省や政

府に努力を求めるほかはない。

2.2.　�内的要因 : 英語教育と教員養成に�

関する問題

では、本稿の趣旨である、英語教員そして彼

らを養成する大学の英語教職課程の問題につい

て文献をもとに論じていこう。

これまでの大学の英語教職課程に関する調査

研究は解決すべき点をいくつか提示している。

そのひとつ、小野田ら（2017）は、一番の問

題は中学高校の教員の英語力の欠如と英語の指

導法を学習体験や英語教職課程の授業を通して

十分習得していないことであるとし、その解決

策として教育実習期間の長期化を提案してい

る。この 2 点は、山崎（2006）が大学英語教

職課程担当者、中学高校の教育実習担当者、教

育委員会の教員採用担当者などに行った、実習

生に求める力についての調査研究の結果とほぼ

一致するところである。また、佐野ら（2016）
も英語力の向上、教職課程における教科に、第

二言語習得論、コミュニケ―ション論などを取

り入れ、その授業を英語で指導していくこと、

そして教職課程で学んだことを、有効に生かし

更なる学びにつなげられるよう教育実習の長期

化を提案している。

それでは、英語教育の核となる、英語力と指

導技術の二点に関して分析していこう。

2.2.1.　英語力

中学高校の英語の教員に求められる英語力と
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して、文部科学省は日本英語検定準 1 級に相

当する英語力を提示している。そして山崎

（2006）にあるように、適切な発音で英文を読

んだり話したりできること、大学入試センター

試験の問題に正確に答え、説明できる力がある

こと、ALT とコミュニケーションをとること

ができること、学校英文法を体系的に説明でき

ることなども当然含まれる。最近では、小学生

の中にも英語検定 2 級や準 1 級を取得する生

徒がいることを考えれば、この英語力を満たす

ことが教員としての最低限の責務であると言え

るであろう。

では、現実問題として現職の英語教員のうち

どのくらいの教員がこのレベルを満たしている

のであろうか。

2014 年度に文部科学省が全国の公立中学

校・高等学校英語教員を対象に行った調査では、

英検準一級あるいはそれ以上の英語力に相当す

る資格を持っている中学の英語教員は 28.8％、

高校の英語教員では 55.4％となっている（日本

経済新聞、2016）。ただし、最近では、英語力

に関しては多くの大学が TOEIC、TOEFL、あ

るいは日本英語検定（STEP）などの英語力を

証明する指標となるものを取得するように勧め

ている。また市や県（区や都も含む）の教育委

員会が英語教員を採用する際に、ある一定の英

語の基準を満たした応募者を優先的に採用する

選考方法をとっている場合もある。たとえば、

平成 26 年度の例だが、千葉県教育委員会は、

① 日本英語検定 1 級合格

② TOEFL 590 点（CBT の場合 240 点，IBT の

場合 95 点）以上を取得

③ TOEIC 860 点以上取得

（ただし、TOEFL の ITP テスト、TOEIC の IP
テストは不可）

のいずれかの条件を満たす受験生を一次合格と

している。

また、現職の英語教員に対しても文部科学省

から英検準一級あるいはそれに相当する英語の

資格を取得するように指導が行われているの

で、全体としての英語力はこれから徐々に向上

するかもしれない。

しかし、ここで気をつけておきたいことは、

これらの試験が測定している力は、英語力のほ

んの一部に過ぎないことである。 TOEIC ITPは、

リーディング、文法、リスニングの能力しか測

定していない。TOEIC も主にリーディング力

とリスニング力を測定し、さらに英検は , ケン

ブリッジ英検（Appendix 1 参照）などと違い、

スピーキングにおけるインターアクショナル・

スキルやディスコース・マネジメント・スキル

を測定していないし、ライティング力も多くの

観点から測定していないのである。これらのテ

ストは、かつて Canal and Swain（1980）が主

張した、communicative competence の下位能力

である（a）grammatical　competence（文法能力）;
（b）sociolinguistic competence（社会言語的能力）;
（c）discourse competence（ 談 話 能 力 ）；（d）
strategic competence（方略能力）うちの（a）
grammatical competence の一部を測定している

に過ぎない可能性があることである。その理由

の一つは、このようなテストでは、英語力の中

心的要素である語彙の使用に関しては、

productive knowledge で は な く 主 に receptive 
knowledge を測定しているからである（Nation, 
2015）。また、Cummins（1996）の主張する

BICS（Basic Interpersonal Communication Skills）
と CALPS（Cognitive Academic Language 
Proficiency Skills）に関してはどうであろうか。

これらのテストの内容から判断すると、テスト

にもよるが、おそらくそれらの一部しか測定し

ていないと思える。

このように、TOEFL、TOEIC、英検などの英

語力を測定するテスト結果が、大学入試、民間

企業就職、また教員採用試験などで求められる

ようになってきているが、それが必ずしも教員

として必要な英語力を持っていることを保証し

ていることにはならないのである。

やはり、英語教員のスピーキング力としては、

英語で授業を行い、生徒とインターアクション
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をとることを考えると、the Common European 
Framework of Reference やケンブリッジ英検

（Appendix 1 参照）に明確に示されているよう

に、インターアクショナル・スキルやディスコー

ス・マネジメント・スキルが必要な英語力であ

ると思える（Onoda, 2017; 佐野ら、2016）。

2.2.2.　英語指導法に関する知識と技術の問題

上記のように英語の力が不足していること

は、とりもなおさず、効果的な指導法を用いて

指導することができないことを意味する。一般

的に考えられている英語の 4 技能　（スピーキ

ング、リスニング、リーディング、ライティン

グ）、あるいは語彙力も含めて 5 技能の力が不

十分であれば、指導法について学んだとしても、

実際には効果的に指導することができないこと

は自明の理であろう。このようなことはデータ

を見れば一目瞭然である。

たとえば、文部科学省高等学校学習指導要

領（2009）では、「英語の授業は基本的に英語

を用いて行うことを原則とする。」（p. 37）と明

記されている。文部科学省中学校学習指導要領

（2008）には最初そのような指示は含まれてい

なかったが、2020 年の東京オリンピックの開

催で多くの外国人観光客が来日することを予見

し、また小学校高学年で英語が必修科目化され

るのに伴い、後になり、英語で授業を行うこと

が加えられている。では実際にはどの程度英語

で指導しているのであろうか。

前述の調査研究（佐野ら、2016）を見ると文

科省学習指導要領の趣旨が生かされていない状

況が見えてくる。

Teachers
who conduct lessons mostly in English

（75％ or more）
JH

1st Year
JH

2nd Year
JH

3rd Year
SH*

3rd Year
YES 13.8％ 11.2％ 10.7％ 3.8％

Survey conducted in 2014
*public schools
（以上原文のまま）

授業における英語の使用を 75％以上でほぼ

英語で教えていると判断する根拠については述

べられていない、また高校 1 年生、2 年生担当

の教員の回答の情報が欠落しているなど多少問

題があるデータではあるが、授業の全体像を俯

瞰することはできる。このデータは、Sato（2012）
が東海地区の高校教員を対象にしたアンケート

調査、また小野田が 2009 年に非公式に千葉県

の英語の教員に行った調査の結果とほぼ同じで

あるので、現実を反映していると言えるだろう。

また、これは非常に大雑把な分析であるが、こ

れらの調査結果が信憑性が高いものだとすれ

ば、2009 年から 2014 年にかけて授業中での教

員の英語使用は増加していないことになる。英

語を使用している割合が 15％以下ということ

を考えてみれば、生徒のインプット、そしてア

ウトプットの機会がそれだけ少ないことにつな

がり、深刻な状況と考えざるを得ない。EFL の

環境では、授業が英語にふれる主な機会である

からだ。ただし、筆頭論文筆者は自らの高校お

よび大学での指導体験からすべて英語で行うこ

とが現実的および効果的であるとは考えておら

ず、また、第二言語習得の研究でもすべて英語

で行うことが必ずしも効果的であるとはしてい

ない。事実、第二言語習得研究では、母語の知

識を効果的に利用することが望ましいとの知見

が多く報告されている（Ellis, 2014）ことを付

記しておきたい。

しかし、外的要因のところで指摘したように、

日本の学習環境では英語のインプットとアウト

プットは数少ない授業時間に限られている。も

しこのデータが正確であるとすれば、生徒の英

語のインプットとアウトプットの量は非常に限

られていることになる。小柳（2017）が主張す

る英語学習に必要とされる 3,000 時間には到底

及ばないことになる。

この原因はどこにあるのだろうか。Sato
（2012）によると、英語教員の問題として、（a）
英語力が十分ではなく、英語で生徒と自然にイ

ンターアクションをとる自信がないこと、（b）
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英語を用いて行う指導法を体験を通して学んで

いないこと、などが考えられるとのことである。

Self-Determination Theory（自己決定理論）（Deci 
& Ryan, 2000）や Social Cognitive theory（社会

的認知理論）（Bandura, 1986）が示唆するように、

このような指導の実体験と自信の欠如は、成功

体験の不足を意味し、教員が自主的に英語を

使って授業を行う意欲を生み出すことは難しい

と言えるだろう。

また筆頭論文筆者は、中学高校の教員対象の

指導法セミナーを毎年担当しているが、4 技能

を統合した指導法やそれぞれの技能の指導法と

評価方法の説明に関する依頼が多く、教職課程

の授業やこれまでの学習で体験してきていない

ことがうかがえる。自ら 4 技能を統合した英

語学習体験を通して英語力を向上させた経験が

なければ、このような指導法を用いて生徒のコ

ミュニケーション能力を向上させるのは難しい

であろう。

3.　ニュージーランド現地調査から得られた知見

ここまで英語教育に関する内的要因を分析し

てきたが、英語力と指導力を向上することの意

義とその方策についてニュージーランド、ウエ

リントン市で調査を行った。ここからは、

Tearo Primary School の Sue Clement 校長先生、

St. Anne’s Primary School の Doreen O’Sullivan 校
長先生とのインタビュー、また Tearo Primary 
School で ESL の指導に当たり、他の ESL の教

員の指導的立場にあり、高い評価を得ている

Cathie Cahill 先生の授業参観とインタビューか

ら見えてきた知見をもとにしながら、英語力や

指導法の向上について検討していきたい。なお、

ここで断っておくが、英語教育の場合、英語力

は指導力の前提となる絶対条件である。換言す

れば、特別な状況がないかぎり、英語力がない

教師が効果的な英語の指導を行えるとは考えに

くい。その理由は、指導技術には生徒の needs 
analysis、学習方法の指導、学習過程における

フィードバック、そして生徒のパフォーマンス

や学習結果の評価や分析が含まれるからであ

る。したがって、これからの議論は、効果的な

英語の授業を行うための指導技術を生かすため

に必要な英語力という観点が中心となる。

3.1.　�二校の校長先生のインタビューから見え

てきた小学校 ESL 教育の重要なポイント

（a ）国際都市ウエリントンを反映するかのよう

に、多様な文化的背景を持つ ESL の生徒が

存在するため、生徒のニーズや保護者が期待

することを正確に判断すること。

（b ）理解力不足の生徒がいた場合、学力の問題

なのか英語力の問題なのかを保護者を交えな

がら正確に判断すること。

 　この二点は、一般的に英語教育で重要視さ

れていることである。まず学習者のニーズ分

析を行い、個人個人の学習者に合った指導法

を検討することが大切なのである。二人の校

長によると、時には保護者に授業中の子供の

学習の様子を観察してもらい、より正確な診

断をするよう心がけたり、学習改善のために

保護者に家庭で取り組めることを提案するこ

ともあるとのことである。

（c ）家庭で保護者や兄弟とコミュニケーション

を行うときに、主に L1（母語）を用いてい

るか L2（英語）を用いているのか情報を得

ること。

（d ）英語の話し言葉と語彙を向上させることに

力を注いでいること。実は、英語のスキル向

上において語彙力が非常に重要になってくる

のである。当然のことだが、リーディング、

リスニング、スピーキング、ライティングの

どのスキルをとっても十分な語彙力がなけれ

ば、しっかりと理解したり効果的にコミュニ

ケーションを行ったりすることができない。

Nation（2015）によれば、英語ネイティヴ・

スピーカーの子供は、一年ごとに約 1,000 語

の語彙（ただし、word family を用いて算出

している）を増やしていくと言われるが、家

庭で英語のコミュニケーションが行われてい
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なければ、語彙の増加は望めない。学習者は、

主にリーディングを通して語彙を身に付ける

と言われている（Nation, 2015）が、家庭に

おける親とのインターアクションを通して語

彙力を強化している面も否定できないのであ

る。これは、インプットが豊富な（すなわち、

インターアクションが豊富な）家庭の子供と

少ない家庭の子供の語彙の発達の違いを調べ

た研究によって明らかになっている（Nation, 
2015）。

（e ）多様な文化、多様な母語を背景に持つ生徒

を抱えているため、当然のことながら、共通

の言語である L2、つまり英語を用いての英

語の指導が行われていること。見落としては

いけない点であるが、英語母語話者の教員で

あるからといって生徒一人ひとりとのイン

ターアクションに長けているわけではなく、

そのスキルは、教員研修や指導経験、同僚に

よる授業参観などを通じて磨いていく必要が

あるのである。これは日本において日本語と

いう母語で教える他教科の教師のことを考え

てみれば容易に理解できる。かつて文科省か

ら指示された「受容的態度で生徒に接する」

ことが、母語で指導する教員にとっていかに

難しいことであったかを考えてみればわかる

であろう。なお、ここでいう生徒とインター

アクションをとるためのスキルについては、

Cathie Cahill 先生とのインタビューと授業参

観のセクションで詳細に述べることにする。

（f ）視覚教材を用いて実際に表現を使用する状

況を設定し文脈化を図ること。そして英文の

音読練習に家庭の協力を得ること。筆頭論文

筆者はかつてニュージーランドの小学校に通

う 5 歳の長男のために、担当の先生の指導の

下、絵の豊富な教科書を用いて、家庭で教科

書の英文を子供に繰り返し音読活動を行わ

せ、表現の意味単位での自動化を促進する活

動を行ない、英語を話せるようにさせた経験

がある。

（g ）小学校高学年では、国が示す評価基準をも

とに、英語のスピーキング力や、リーディン

グ力などを評価し、その結果を教員間で共有

し指導に生かすとともに、保護者に伝え、指

導の理解と協力を仰ぐこと。この統一された

Can-do リストのような基準を用いることが

指導の効果を上げているとのことである。そ

のためには、大学から指導者を呼びセミナー

を行ったり、教員同士で授業参観をして指導

法を話し合い、その基準に沿ってできるだけ

正確に生徒の力を測定できるように努力して

いるとのことである。実は、この評価の方法

と基準の知識が日本の大学の英語教員養成課

程に欠けている点であり、また英語の教員が

苦手としている分野でもある。日本では、各

学校に文部科学省や教育委員会から Can-do
リストを作成するように指導されているが、

その評価基準も妥当性があるか、また実際に

それを用いて生徒の英語力を測定しているか

疑問である。評価は、指導の大きな部分を占

めているが、それが英語教育においては顧み

られることが少なかったのである（静 , 
2004）。そして当然のことながら、この評価

を行うためには高い英語力が必要となってく

るのである。自らが理解できないあるいは話

したり書いたりすることができないものを評

価することは不可能であると思えるからであ

る。

3.2.　�Tearo Primary School で ESL 指導教員、

Cathie Cahill 先生の授業参観とインタ

ビューから得られた知見

高学年の ESL のクラスは 14 人程度の少人数

で形成され、3、4 人ずつテーブルを囲むよう

に座っていた。このクラスは週に一回ほど水曜

日に特別教室で行われ、本来生徒が在籍する

ホームルームでの英語の授業での学習を補強す

る目的で行われているとのことである。生徒の

英語のレベルはグループごとに異なり、教師は

同じ教材を用いながら、それぞれの英語力に応

じた課題を与え生徒の学習段階に応じた指導を
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行っていた。授業参観から気づいた点はつぎの

ようなことである。

（a）できるだけ自然な速さで話していたこと。

日本の英語の授業に慣れている我々にとって

は非常に速く、生徒が理解できないのではと感

じたが、先生によれば、その理由は、児童が英

語を自然な形で理解できるようになり自然に話

せるようになることであること、また、グルー

プごとに学習の差が出るので、各グループの指

導を次々に行うために、できるだけ自然な速さ

で話し、展開をよくする必要があることなどを

説明していただいた。また ESL の環境なので、

最初は早くて理解できないと感じていた生徒

も、次第に理解し、時間がたてば英語を話せる

ようになってくるとのことである。このことは、

第二言語習得研究の中でも論じられている

（Ellis, 2012）。理解を促進するような不自然な

速さの簡略化された英語は一時的な利用価値が

あってもそれを継続的に使うことは効果的では

ない。そのような不自然な英語を身につけてし

まう可能性があるからである。Tearo Primary 
School の Sue Clement 校長先生によれば、Cahill
先生のこの指導法は、ESL の生徒が短期間のう

ちに他の科目の授業に対応ができるくらいまで

英語力を高めており、保護者からも感謝されて

いるとのことである。確かに筆頭論文筆者の 5
才の子供も 2010 年に Cahill 先生の指導を受け、

3 か月後には授業に積極的に参加できるように

なっていた。ただし、Cahill 先生は生徒が理解

できていないと判断した場合は、話すスピード

は落とさないながらも、直ちに繰り返したり、

やさしい言葉に置き換えたりするなどの

scaffolding を行っていたことを付け加えておき

たい。

これは日本の大学の英語教員養成課程での指

導に大きな意味を持つと思われる。もちろんこ

の指導法がそのまま日本の英語の授業で利用で

きるとは思えないが、英語教員が英語で授業を

行うことを考えたら、英語を自然に話せる力、

特にインターアクショナル・スキルを身につけ

ておくことは必要条件である。そうでなければ、

生徒の行動や反応に臨機応変に対応できないか

らである。これは、英語非母語話者として英語

を話している場合、かなり英語力が高い場合を

除き、母語に比べて working memory（作業記憶）

が少ないため、効率よく話が続かないという現

象が起きることと関係している。これを防ぐに

は、第二言語発話産出モデル（Kormos, 2006）
が示すように、流暢さを高めるために、言語材

料の automatization（自動化）をはかることが

必要であり、そのためには、定型表現を用いた

り、繰り返し話すような学習が必要なのである　

（Onoda, 2013; Segalowitiz, 2010）。そして自然

なスピードで英語を話せる力、つまり oral 
fluency を習得していないと、英語を母語とす

る対話者はいらいらしたり、相手に対して否定

的な態度を示すことが明らかになっている

（Derwing & Munro, 2001；Derwing, Munro, & 
Thomson, 2007；Munro & Derwing, 2001）。この

点は日本人の生徒にそのまま当てはまらないか

もしれないが、自然でない英語を長期間聞いて

いると学習効果や学習意欲が下がることが推察

される。換言すれば、教師が自然な英語を話せ

ないと、認知的な側面そして心理的側面で生徒

に負の影響を与えることが考えられるのであ

る。また、指導を行う教員にとっても、自然な

英語を話す力がなければ、生徒の集中力を低下

させずに、次々に生徒とインターアクションを

取りながら授業を展開させていくことが難しい

と言えるだろう。

（b）生徒の英語力を考慮し次々にタスクを与え、

4 技能を統合した授業を展開し、生徒が言語学

習に集中的に取り組む環境を作っていたこと。

印象的だったのは、各生徒の英語力および学

習の進行状況に合わせながら、次々に新しいタ

スクを与え、4 技能を統合させる工夫をしなが

ら指導していたことである。また、初めて学ぶ

単語に注意が向くように、input enhancement を
行い、その後繰り返しその単語を receptive 
vocabulary として、また productive vocabulary
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（Nation, 2015）として使用させる工夫をして

いたことである。4 技能統合型の学習は、言語

材料の deep processing を促進するので、学習効

果が高いことが報告されている（Ellis, 2012; 
Nation, 2013）。日本では、この 4 技能統合型の

指導法を利用している教員は少ないようである

（Onoda, 2017）。その要因として、大学入試が

高校英語教育の目標であるという理由が報告さ

れているが、もう一つの要因として、そのよう

な形式で学び英語力を高めた経験がないからと

いう報告も多い（Gorsuch, 2000; Nishino, 2008）。
特に、Gorsuch（2000）は、構造方程式を用い

てその因果関係を立証している。つまり効果的

な学習法を用いて英語力を高めた経験がなけれ

ば 4 技能統合型の授業は行えないということに

なる。このことは、英語力が指導技術の核であ

ることを意味している。

（c）生徒の英語力や学習の状態や気持ちに応じ

た素早いインターアクションを行い、適切な評

価とコメント、そして指示を与えていたこと。

より具体的に言えば、効率よく生徒の考えを引

き出したり、考えに対して前向きなコメントを

述べたり、生徒の理解を確認し学習を促してい

たことである。

この個人に応じた指示、フィードバックを効

率よく与える点は、教員の指導技術の中で核と

なる部分である。そして、英語母語話者である

からと言って皆ができるわけではない（Ellis, 
2014; Sato, 2012）。事実、日本人が母語を使っ

て教えている授業を参観してみれば容易にわか

る。非常に上手に生徒の考えを引き出しコメン

トする先生もいれば、そのようにできない先生

もいるからだ。

インターアクショナル・スキルを効果的に駆

使しながら展開されていく Carhill 先生の授業

は非常にリズミカルで心地よく、参加している

生徒は集中して取り組み、参観していた我々論

文筆者も時間の経過を忘れ引き込まれていっ

た。ESL と EFL という学習環境の違いがある

ため単純な比較はできないが、日本で行われて

いる日本人教員による授業では見られない、指

示とコメントのタイミング、効率の良さ、そし

て自然なやり取りを感じた。これまで日本で多

くの中学高校の英語の授業を見てきたが、短い

授業時間の中に相互に関連し 4 技能を統合し

た多くのタスクを組み込み、生徒同士、そして

先生と生徒とのインターアクションをできるだ

け行う授業展開には感心させられる点が多かっ

た。

Carhill 先生によれば、第二言語としての英語

を指導する場合、このインターアクショナル・

スキルが非常に重要になってくるとのことであ

り、非母語話者が英語で教える場合、訓練と注

意が必要であるとのことであったが、全く同意

するところである。日本人は基本的に英語での

インターアクションが不得意である（Crofts, 
2015; Lewis, 1996）。それは日本文化がまず相

手の話を聞いてそれに対して応答するような規

範を持つ文化だからである（Lewis, 1996）。し

たがって我々日本人が英語での効果的なイン

ターアクショナル・スキルを身に付けるにはか

なりの訓練と努力が必要である。言い方を変え

れば、この力が身につかなければ、英語での指

導は不自然なものとなる可能性がある。そして、

このようなスキルの有無は生徒の学習面に与え

る影響も大きい。生徒にとっては非常に重要な

英語のインプットとなり、また日本人教員が英

語学習者のモデルとなるからである。日本人英

語教師が生徒に対するコメントに頻繁に用い

る、“Good”“Great”だけを聞いて育った生徒

に比べ、“Amazing! How did you do that? You’re 
an expert!”のような気持ちのこもった褒め言葉

に日常的に触れている学習者は言語学習におけ

る意欲の面で大きな違いを生むとの研究結果も

あ る（Bandura, 1986; Swain, Kinnear, & Steinman, 
2015; Shelley & Gonzalez, 2013）。

しかし、多くの日本人英語教師がこのような

力を身につけていないことは無理からぬことで

ある。それは、そのようなことを体系的に教え

る指導が中学、高校、大学レベルを含めてなさ

グローバル教養論集　第三巻（04�小野田ほか論文）.indd���53 2018/03/13���15:53:13



順天堂グローバル教養論集　第三巻（2018）

54

れ て い な い か ら で あ る（Rossiter, Derwing, 
Manimtim, & Thomson, 2010; Walsh 2012）。この

指導こそ大学レベルあるいは英語教員を対象と

した研修会で行うべきことであると考えるが、

実際にそのような指導はあまり行われていない

（佐野ら、2016）。このような日本での英語教員

の問題点を提示したところ、Cathie Cahill 先生

はニュージーランドの教員養成プログラムでの

取り組み（Faculty of Education, Victoria University 
of Education, 2016）の中で行われている方法を

もとに次のような提案をしてくださった。

（1 ）大学生時代に長期の留学体験をし、英語

母語話者との日々のコミュニケーションを

通してインターアクショナル・スキルを身

に付けていく。

（2 ）英語で指導法の勉強をしながら海外

TESOL programs に参加し、討論やマイクロ・

ティーチングを通してインターアクショナ

ル・スキルを身に付ける。

（3 ）英語教職課程の授業を英語で行い、アカ

デミックなレベルで意見や情報のやり取り

ができるようにする。

以上の三つの提案であるが、これらは最近の

英語教員養成の研究が示唆することと一致して

いることである（佐野ら、2016）。特に三点目

のアカデミックなレベルでのインターアクショ

ンができることは、高等学校英語学習指導要領

（2009）が C1 レベルの英語力を目標に設定し

ていることを考えれば当然のことである。

4.　結論

今回、日本の教育学部以外の大学に設置され

ている「開放性」の英語教職課程、特に順天堂

大学国際教養学部の英語教職課程を改善すると

いう目的で、ニュージーランド、ウエリントン

にある小学校を訪問し、教育理念や指導法に関

して多くの情報収集を行った。得られた情報の

中で、改善に役立つと思えることは下記の点で

ある。

（1 ）英語のインターアクショナル・スキル向上

に焦点を置いたコミュニケーション能力育成

の科目をカリキュラムに導入する。具体的な

方 法 と し て は、 The four strands of teaching
（Nation, 2013）が提唱する、meaning-focused 

input、meaning-focused output や fluency 
development の活動、具体的には、pair storytelling 
activities（ペアを組み、相手に自分が一番興

味を持ったことやニュースを伝え、ディス

カッションにつなげる活動）、ロール・プレ

イ（状況を設定して学生同士がインターアク

ションを行う役割演技）、opinion gap activities
（ペアやグループで話し合い、問題を解決す

るための方策を考える活動）なども効果的に

利用できる。

（2 ）ディスカッション、プレゼンテーション、

ディベート、エッセイ・ライティングなどア

カデミックな英語力の向上につながる科目を

大学の英語教職課程カリキュラムに取り入れ

る。 英語音声学、英語学などの授業にも取

り入れれば、アカデミックなインターアク

ションを促すことにつなげる効果が期待でき

る。

（3 ）日本人学習者が苦手意識を感じているイ

ンターアクショナル・スキルを身に付けさ

せながら、指導技術を英語で学べるよう、

海外 TESOL Programs での学習を勧める。（2）
で述べたアカデミックなレベルでのイン

ターアクションを自然に学ぶことができる

からである。

（4 ）アカデミックな英語力とインターアクショ

ナル・スキルを向上させるために、教職科

目に第二言語習得などを必修の科目として

位置づけ、 CLIL（Content and Language Integrated 
Learning）形式で指導する。

（1）のインターアクショナル・スキル向上に

関しては、すでに静（2004）が「研修等で観察

するに、平均的な日本人英語教師に最も欠けて

いるものをひとつだけ挙げるなら ... 英語力、

とくにプロダクションの力である。」（p. 31）と

指摘していることや山崎（2006）の調査で明ら
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かにされている英語教員の英語コミュニケー

ション能力の欠如という問題提起とも一致する

点である。

（2）のディスカッション、プレゼンテーショ

ン、ディベート、エッセイ・ライティングなど

の時間を大学の英語教職課程に多く取り入れる

ことで、アカデミックな英語を用いてのイン

ターアクショナル・スキル向上を図ることは、

文部科学省高等学校学習指導要領が求めている

ことと一致する。

（3）（4）に関しては、佐野ら（2016）などの

他の研究者がすでに指摘していることである。

なお、彼らは、（3）（4）のような内容をじっく

りと学び、そこで学んだ指導理論や技術を教育

実習期間の実践の中でじっくり身に付けること

を目的とし、教育実習の長期化（1 年）を含ん

だ英語教職課程 5 年制を提唱しているが、これ

は、小野田ら（2017）が提言していることと一

致している。しかし、教育実習期間を長期化し

たところで、指導技術を支える英語力が不足し

ていれば、教育実習期間の中で指導技術を高め

ることは難しいことであるし、また、十分な英

語力を身に付けていないうちに、実習生が中学

生や高校生を指導するという考えは倫理的な問

題をはらんでいると思える。たとえばスピーキ

ング力の評価のために performance test（実際に

課題を与えて話させ、rubric（たとえば、Kanda 
English Proficiency Test Speaking Section Rubric
（2005），Appendix 2 参照）を用いて評価を行う

ことが、学習指導要領及び大学入試の観点から

大いに求められてくる（朝日新聞、2017b）と

考えられるが、スピーキング能力を身に付けて

いない教員は、英語の自然なインターアクショ

ンの流れを理解できず、また機能を表す定型表

現などについても知識が乏しいため、生徒のス

ピーキングのパフォーマンスの評価をすること

ができないと言われている（Nation, 2013）。
さて、このようなインターアクショナル・ス

キルやアカデミックな英語の力を向上するとい

う考えとその方策については多くの方の同意が

得られると思えるが、ここで議論している英語

科目や提言を導入したからと言って、英語教職

課程の学生が効率よく求められる英語力を身に

付けるかどうかは疑問である。第二言語習得研

究（たとえば、Van Eelelen, Vermunt, & Boshuizen, 
2006）によると、教師を目指す人間、また現

職教員は、授業分析に自ら進んで取り組む姿勢

に欠ける傾向があり、指導に必要と思われるス

キルや能力を向上しようという意欲が乏しいと

いう知見があるからだ。

そこで現実的に効果があると思えるのが、学

生が教職課程の英語科目（英語科指導法を含む）

を履修する際に満たすべき履修基準を設けるこ

とや教育実習を行う 4 年生になるまでに英語

の外部資格試験で一定のスコアを取得すること

を求めることである。たとえば、神田外語大学

英米語学科のように、TOEFL ITP　550 点、

TOEIC 730 などの教育実習履修条件を課すこ

とである（神田外語大学学生履修便覧、

2017）。実は、教育実習校の指導教員と生徒に

対する礼儀として、このような英語力を保証す

る手段を取っている大学は少なくない。ただし、

中には、義務ではなく努力目標となっている場

合もある（神田外語大学教職課程委員会、

2012）。
現在多くの大学が文部科学省の指導の下、英

語教職課程のカリキュラムを、英語コミュニ

ケーション能力育成を重視した内容に転換して

いくことを求めている。これは前述の静（2004）
ように、英語力、特にスピーキング力やライティ

ング力を高めることが英語教育の向上につなが

るという考え方と一致する。また、Social 
Cognitive Theory（Bandura, 1986）が示唆して

いるように、そのようなスキルを高めること、

つまり competence（能力）が self-efficacy（自

己効力感）を高めることになり、それが高いレ

ベルでの英語のパフォーマンス、つまり英語で

の自然なインターアクションを生み、効果的な

英語の授業の展開につながっていくのである。

最近の研究では、competence と self-efficacy の
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因果関係は第二言語習得にも当てはまることが

報告されている（Onoda, 2013, 2014; Tanaka & 
Yamauchi, 2000; Wong, 2005）。self-efficacy が、

自己調整学習に影響を及ぼし、その結果として、

英語のリスニング力、スピーキング、語彙力が

向上し、その competence が self-efficacy 向上に

影響を与えているのである。

筆頭論文筆者はこれまで長年に亘り 4 年生

で行う教育実習において授業の様子を参観して

きたが、英語のスピーキング力が不十分な学生

が多く見られた。そしてそれはとりもなおさず、

効果的な指導技術を展開できない状況となって

現れていた。この観察は、他大学の英語教職担

当者、そして中学高校の指導教員の観察と一致

するところである。

このような状況を改善し、英語教育を効果あ

るものにする方法とは何か、それは、文部科学

省のコアカリキュラムや調査研究が示すよう

に、まずはスピーキング能力、特にインターア

クショナル・スキル向上に他ならない。そして

アカデミックな英語力を身に付けることが大切

となる。その方策として、TESOL 留学プログ

ラムとの提携や英語教職課程における CLIL 形

式の指導が日本の大学の英語教職課程の改善に

つながると考える。

そして、グローバル市民に求められるイン

ターアクショナル・スキル養成に重点を置いた

国際教養学部は、まさにそのような英語力を身

に付けさせるのに適した学部である。本学部で

の英語力向上の取り組みが、高い英語コミュニ

ケーション能力を携えた中学校・高等学校の英

語の教員を輩出していく中心的な役割を担うよ

うに努力したい。
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Appendices

Appendix 1

Cambridge English Exam for Preliminary 
Speaking Test

The Speaking test lasts about 10 to 12 minutes. 
You take the test with another student. There are two 
examiners in the room. One examiner talks to you 
and the other examiner listens to you. Both the exam-
iners give you marks.  

Part 1 The examiners introduce themselves and then 
one examiner asks you and your partner to say 
your names and spell them. The examiner then 
asks you questions about yourself, your daily 
life, interests, etc.  

Part 2 The examiner asks you to talk about some-
thing together and gives you a drawing to help 
you.   

Part 3 You each have a chance to talk by yourselves. 
The examiner gives you a colour photograph to 
look at and asks you to talk about it. When you 
have finished talking, the examiner gives your 
partner a different photograph to look at and to 
talk about.  

Part 4 The examiner asks you and your partner to 
say more about the subject of the photographs 
in Part 3. You may be asked to give your opin-
ion or to talk about something that has happened 
to you. 
Grading criteria: (a) Grammar and Vocabulary, 
(b) Discourse Management, (c) Pronunciation,
(d) Interactive Communication, (e) Global 
Achievement 
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